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公布された条例のあらまし

◇職員の退職手当に関する条例の一部改正について

１ 条例の改正理由

地方独立行政法人法の一部改正に伴い、所要の改正を行う。

２ 条例の概要

(１) 勤続期間について定めた規定中引用する地方独立行政法人法の条項を改める。

(２) 施行期日は、平成30年４月１日とする。

平成29年10月25日 水曜日 鳥 取 県 公 報 号外第85号
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平成29年10月25日 水曜日 鳥 取 県 公 報 号外第85号

条 例
職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成29年10月25日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県条例第41号

職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例

職員の退職手当に関する条例（昭和37年鳥取県条例第51号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（勤続期間の計算） （勤続期間の計算）

第９条 略 第９条 略

２～４ 略 ２～４ 略

５ 第１項に規定する職員としての引き続いた在職期 ５ 第１項に規定する職員としての引き続いた在職期

間には、職員以外の地方公務員若しくは国家公務員 間には、職員以外の地方公務員若しくは国家公務員

（国家公務員退職手当法（昭和28年法律第182号） （国家公務員退職手当法（昭和28年法律第182号）

第２条に規定する者をいう。以下同じ。）（以下 第２条に規定する者をいう。以下同じ。）（以下

「他の公務員」という。）、企業局企業職員の給与 「他の公務員」という。）、企業局企業職員の給与

の種類及び基準に関する条例（昭和41年鳥取県条例 の種類及び基準に関する条例（昭和41年鳥取県条例

第39号）第１条及び病院局企業職員の給与の種類及 第39号）第１条及び病院局企業職員の給与の種類及

び基準に関する条例（平成７年鳥取県条例第３号） び基準に関する条例（平成７年鳥取県条例第３号）

第１条に規定する企業職員若しくは現業職員の給与 第１条に規定する企業職員若しくは現業職員の給与

の種類及び基準に関する条例（昭和32年鳥取県条例 の種類及び基準に関する条例（昭和32年鳥取県条例

第37号）第１条第２項に規定する現業職員（以下 第37号）第１条第２項に規定する現業職員（以下

「企業職員等」という。）、病院事業の管理者又は 「企業職員等」という。）、病院事業の管理者又は

教育長が、引き続いて職員となったときにおけるそ 教育長が、引き続いて職員となったときにおけるそ

の者の他の公務員、企業職員等、病院事業の管理者 の者の他の公務員、企業職員等、病院事業の管理者

又は教育長としての引き続いた在職期間を含むもの 又は教育長としての引き続いた在職期間を含むもの

とする。この場合において、その者の他の公務員又 とする。この場合において、その者の他の公務員又

は企業職員等としての引き続いた在職期間について は企業職員等としての引き続いた在職期間について

は前各項の規定を、病院事業の管理者又は教育長と は前各項の規定を、病院事業の管理者又は教育長と

しての引き続いた在職期間については知事等の退職 しての引き続いた在職期間については知事等の退職

手当に関する条例（昭和37年鳥取県条例第50号）第 手当に関する条例（昭和37年鳥取県条例第50号）第

３条第３項及び第６条（同条例第８条において準用 ３条第３項及び第６条（同条例第８条において準用

する場合を含む。）の規定を準用して計算するほ する場合を含む。）の規定を準用して計算するほ

か、次に掲げる期間をその者の他の公務員、企業職 か、次に掲げる期間をその者の他の公務員、企業職

員等、病院事業の管理者又は教育長としての引き続 員等、病院事業の管理者又は教育長としての引き続

いた在職期間として計算するものとする。ただし、 いた在職期間として計算するものとする。ただし、

退職により、この条例の規定による退職手当に相当 退職により、この条例の規定による退職手当に相当

する給与の支給を受けているときは、当該給与の計 する給与の支給を受けているときは、当該給与の計

算の基礎となった在職期間（当該給与の計算の基礎 算の基礎となった在職期間（当該給与の計算の基礎

となるべき在職期間がその者の在職した地方公共団 となるべき在職期間がその者の在職した地方公共団

体の退職手当に関する規定又は特定地方独立行政法 体の退職手当に関する規定又は特定地方独立行政法
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人（地方独立行政法人法（平成15年法律第118号） 人（地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）

第２条第２項に規定する特定地方独立行政法人をい 第２条第２項に規定する特定地方独立行政法人をい

う。以下同じ。）の退職手当の支給の基準（同法第 う。以下同じ。）の退職手当の支給の基準（同法第

48条第２項又は第51条第２項に規定する基準をい 48条第２項又は第51条第２項に規定する基準をい

う。以下同じ。）において明確に定められていない う。以下同じ。）において明確に定められていない

場合においては、当該給与の額を退職の日における 場合においては、当該給与の額を退職の日における

その者の給料月額で除して得た数に12を乗じて得た その者の給料月額で除して得た数に12を乗じて得た

数（１未満の端数を生じたときは、その端数を切り 数（１未満の端数を生じたときは、その端数を切り

捨てる。）に相当する月数）又は他の公務員が定員 捨てる。）に相当する月数）又は他の公務員が定員

若しくは定数の減少、組織の改廃若しくは予算の減 若しくは定数の減少、組織の改廃若しくは予算の減

少その他これらに準ずる理由により過員若しくは廃 少その他これらに準ずる理由により過員若しくは廃

職を生じたことにより退職し、引き続いて職員となっ 職を生じたことにより退職し、引き続いて職員となっ

たときにおいて、知事がその者の他の公務員として たときにおいて、知事がその者の他の公務員として

の引き続いた在職期間を通算しないことに定めたと の引き続いた在職期間を通算しないことに定めたと

きにおける当該他の公務員としての引き続いた在職 きにおける当該他の公務員としての引き続いた在職

期間は、その者の職員としての引き続いた在職期間 期間は、その者の職員としての引き続いた在職期間

には含まないものとする。 には含まないものとする。

(１) 略 (１) 略

(２) 他の地方公共団体又は特定地方独立行政法人 (２) 他の地方公共団体又は特定地方独立行政法人

（以下「地方公共団体等」という。）で、退職手 （以下「地方公共団体等」という。）で、退職手

当に関する規定又は退職手当の支給の基準におい 当に関する規定又は退職手当の支給の基準におい

て、当該地方公共団体等以外の地方公共団体若し て、当該地方公共団体等以外の地方公共団体若し

くは特定地方独立行政法人の公務員又は一般地方 くは特定地方独立行政法人の公務員又は一般地方

独立行政法人（地方独立行政法人法第８条第１項 独立行政法人（地方独立行政法人法第８条第３項

第５号に規定する一般地方独立行政法人をいう。 に規定する一般地方独立行政法人をいう。以下同

以下同じ。）、地方住宅供給公社法（昭和40年法 じ。）、地方住宅供給公社法（昭和40年法律第124

律第124号）に規定する地方住宅供給公社、地方 号）に規定する地方住宅供給公社、地方道路公社

道路公社法（昭和45年法律第82号）に規定する地 法（昭和45年法律第82号）に規定する地方道路公

方道路公社若しくは公有地の拡大の推進に関する 社若しくは公有地の拡大の推進に関する法律（昭

法律（昭和47年法律第66号）に規定する土地開発 和47年法律第66号）に規定する土地開発公社（以

公社（以下「地方公社」という。）若しくは公庫 下「地方公社」という。）若しくは公庫等（国家

等（国家公務員退職手当法第７条の２第１項に規 公務員退職手当法第７条の２第１項に規定する公

定する公庫等をいう。以下同じ。）（以下「一般 庫等をいう。以下同じ。）（以下「一般地方独立

地方独立行政法人等」という。）に使用される者 行政法人等」という。）に使用される者（役員及

（役員及び常時勤務に服することを要しない者を び常時勤務に服することを要しない者を除く。以

除く。以下「一般地方独立行政法人等職員」とい 下「一般地方独立行政法人等職員」という。）

う。）が、任命権者若しくはその委任を受けた者 が、任命権者若しくはその委任を受けた者又は一

又は一般地方独立行政法人等の要請に応じ、退職 般地方独立行政法人等の要請に応じ、退職手当を

手当を支給されないで、引き続いて当該地方公共 支給されないで、引き続いて当該地方公共団体等

団体等の公務員となった場合に、当該地方公共団 の公務員となった場合に、当該地方公共団体等以

体等以外の地方公共団体若しくは特定地方独立行 外の地方公共団体若しくは特定地方独立行政法人

政法人の公務員又は一般地方独立行政法人等職員 の公務員又は一般地方独立行政法人等職員として

としての勤続期間を当該地方公共団体等の公務員 の勤続期間を当該地方公共団体等の公務員として

としての勤続期間に通算することと定めているも の勤続期間に通算することと定めているものの公

のの公務員（以下「特定地方公務員」という。） 務員（以下「特定地方公務員」という。）が、任
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が、任命権者又はその委任を受けた者の要請に応 命権者又はその委任を受けた者の要請に応じ、引

じ、引き続いて一般地方独立行政法人又は地方公 き続いて一般地方独立行政法人又は地方公社で、

社で、退職手当（これに相当する給与を含む。以 退職手当（これに相当する給与を含む。以下この

下この項において同じ。）に関する規程において、 項において同じ。）に関する規程において、地方

地方公務員又は他の一般地方独立行政法人等職員 公務員又は他の一般地方独立行政法人等職員が、

が、任命権者若しくはその委任を受けた者又は一 任命権者若しくはその委任を受けた者又は一般地

般地方独立行政法人等の要請に応じ、退職手当を 方独立行政法人等の要請に応じ、退職手当を支給

支給されないで、引き続いて当該一般地方独立行 されないで、引き続いて当該一般地方独立行政法

政法人又は地方公社に使用される者となった場合 人又は地方公社に使用される者となった場合に、

に、地方公務員又は他の一般地方独立行政法人等 地方公務員又は他の一般地方独立行政法人等職員

職員としての勤続期間を当該一般地方独立行政法 としての勤続期間を当該一般地方独立行政法人又

人又は地方公社に使用される者としての勤続期間 は地方公社に使用される者としての勤続期間に通

に通算することと定めているものに使用される者 算することと定めているものに使用される者（役

（役員及び常時勤務に服することを要しない者を 員及び常時勤務に服することを要しない者を除

除く。以下それぞれ「特定一般地方独立行政法人 く。以下それぞれ「特定一般地方独立行政法人職

職員」又は「特定地方公社職員」という。）とな 員」又は「特定地方公社職員」という。）となる

るため退職し、かつ、引き続き特定一般地方独立 ため退職し、かつ、引き続き特定一般地方独立行

行政法人職員又は特定地方公社職員として在職し 政法人職員又は特定地方公社職員として在職した

た後引き続いて再び特定地方公務員となるため退 後引き続いて再び特定地方公務員となるため退職

職し、かつ、引き続き職員以外の地方公務員とし し、かつ、引き続き職員以外の地方公務員として

て在職した後更に引き続いて職員となった場合に 在職した後更に引き続いて職員となった場合にお

おいては、先の職員以外の地方公務員としての引 いては、先の職員以外の地方公務員としての引き

き続いた在職期間の始期から後の職員以外の地方 続いた在職期間の始期から後の職員以外の地方公

公務員としての引き続いた在職期間の終期までの 務員としての引き続いた在職期間の終期までの期

期間 間

(３)～(７) 略 (３)～(７) 略

６～９ 略 ６～９ 略

附 則

この条例は、平成30年４月１日から施行する。

平成29年10月25日 水曜日 鳥 取 県 公 報 号外第85号
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